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　この問題は，組織再編成に係る行為又は計算の否認規定である法人税法 132 条の 2 と関
わる。合併法人である上告人が，被合併法人となる法人を完全子会社化した後にみなし共
同事業要件を満たす形で合併し，繰越欠損金の引継制限の適用を回避した事案であるヤ
フー事件最高裁判決（最高裁平成 28 年 2 月 29 日第一小法廷判決・民集 70 巻 2 号 242 頁）
は，法人税法 132 条の 2 が定める不当性の意義とその判断枠組みを明らかにした。判決は，
「法人税法第 132 条の 2 の趣旨及び目的からすれば，同条にいう『法人税の負担を不当に
減少させる結果となると認められるもの』とは，法人の行為又は計算で組織再編税制に係
る各規定を租税回避の手段として濫用することにより法人税の負担を減少させるものであ
















実質的には，法人税法 132 条の 2 の不当性要件該当性を肯定するために必要な要素である
とみている（3）。
　組織再編成に係る租税回避は繰越欠損金に関係するものが多い。よって，ヤフー事件最





である原告 X は，優に 5 年を超えて 100％の資本関係（現行法でいうところの法人税法 2
条 12 号の 7 の 6 の完全支配関係）を継続していた完全子会社を合併し，その繰越欠損金（未
処理欠損金額）を引き継いで自らの法人税の申告において損金に算入した。処分行政庁が，
法人税法 132 条の 2 を適用して，その損金算入を否認する課税処分を行ったため，X はか
かる処分の取消しを求めて提訴した。




税法 57 条 2 項についても，合併による事業の移転及び合併後の事業の継続を想定して，
被合併法人の有する未処理欠損金額の合併法人への引継ぎという租税法上の効果を認めた
もの〔下線筆者〕」という見解を示した。その上で判決は，「本件合併は，組織再編成を利
用して税負担を減少させることを意図したものであって，法人税法 57 条 2 項の本来の趣
旨及び目的から逸脱する態様でその適用を受けるもの」であると判示した。かような本件
地裁判決は，法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」に「事業の継続」を読み込ん
だ可能性がある。
　以上を踏まえて，本稿では，法人税法 132 条の 2 の適用場面を想定し，かつ，TPR 事
件を素材として，法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」には「事業の継続」が含
まれるかという点に関する考察を行う。
（3） 徳地淳＝林史高「判解」曹時 69 巻 5 号 299 頁参照。
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Ⅰ　東京地裁令和元年 6月 27 日判決（判例集未登載）
　素材とする TPR 事件及び本件地裁判決の内容を簡単に確認する。
1　事案の概要
　X は，その完全子会社を被合併法人とする適格合併（平成 22 年法律第 6 号による改正
前の法人税法 2 条 12 号の 8）を行い，当該子会社が有していた未処理欠損金額を同法 57
条 2 項の適用により X の欠損金額とみなして損金の額に算入して法人税の確定申告をし
た。処分行政庁は，上記未処理欠損金額を X の損金の額に算入することは X の法人税の






イ　旧 TAT 社は，平成 2 年 3 月 20 日に設立された，鉄製品，銅，アルミニウム，チタ
ン等非鉄金属製品の製造及び販売を目的とする法人であり，自動二輪車用アルミホイー
ル製造事業を営んでいた（以下，旧 TAT 社による同事業を「本件事業」という）。旧
TAT 社は，平成 22 年 3 月 1 日付けで X に吸収合併され（以下，この合併を「本件合併」
という），解散した。
ウ　新 TAT 社は，平成 22 年 2 月 16 日に設立された，鉄製品，銅，アルミニウム，チタ
ン等非鉄金属製品の製造及び販売を目的とする法人である。
（2）　本件合併前の X と旧 TAT 社の状況等
ア　X は，平成 14 年 2 月 9 日，旧 TAT 社の発行済株式総数の 3 分の 2 を取得した。
イ　X は，平成 14 年 2 月 13 日付けで，旧 TAT 社との間で，同社との取引に係る取引基
本契約（以下「旧取引基本契約」という）を締結し，S 株式会社から受注した自動二輪
車用アルミホイールの製造を旧 TAT 社に委託した。
ウ　X は，平成 15 年 3 月 18 日，旧 TAT 社の発行済株式を追加取得し，同社の発行済株
式の全てを保有することになった。
エ　旧 TAT 社は，平成 21 年 9 月 30 日時点で，負債の合計金額が資産の合計金額を 1 億
1403 万 9576 円上回る債務超過となっていた。
（3）　本件合併の経緯等
ア　平成 21 年 12 月 21 日，旧 TAT 社の取締役会が開催され，平成 22 年 3 月 1 日付けで
X が旧 TAT 社を吸収合併する合併契約を平成 21 年 12 月 22 日付けで締結することが
審議され，承認された。
イ　平成 21 年 12 月 21 日，X の経営会議（X 社内において取締役会の次に位置付けられ
る会議）が開催され，X が旧 TAT 社を吸収合併することが提案され，承認された。上
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記経営会議の承認を受けて，同日，X の取締役会が開催され，X が旧 TAT 社を吸収合
併することにつき提案がされ，承認された。
ウ　X は，上記イの取締役会の承認を受けて，翌 22 日，旧 TAT 社との間で，平成 22 年
3 月 1 日付けで X が旧 TAT 社を吸収合併する合併契約を締結した。同契約に係る契約
書には，要旨，以下の定めがある。
　・　X 及び旧 TAT 社は合併して，X は存続し，旧 TAT 社は解散する。
　・　X は，旧 TAT 社の発行済株式の全てを所有しているため，合併による株式その他
の金銭等の交付を行わず，合併による資本金の増加を行わない。
　・　合併の効力発生日は，平成 22 年 3 月 1 日とする。
　・　旧 TAT 社は，平成 22 年 2 月 28 日現在の貸借対照表，その他同日の計算を基礎と
し，合併効力発生日においてその資産，負債その他一切の権利義務を X に引き継ぎ，
X はこれを承継する。
エ　平成 22 年 2 月 5 日，X の取締役会が開催され，①旧 TAT 社の債務超過を解消する
ため増資をし，その後減資をすること，②新 TAT 社の社名を旧 TAT 社の平成 14 年 2
月 13 日付け変更前の商号と同一のもの，設立登記日を平成 22 年 2 月 15 日～19 日の間
とし，所在地は「岡山県 E 市（省略）101 番-1」とするが，合併後に「岡山県 E 市（省
略）99 番-1」に変更すること，③旧 TAT 社の従業員は，旧 TAT 社の解散と同時に新
TAT 社に転籍すること，④旧 TAT 社の棚卸資産（製品・仕掛品・原材料等）は，合
併後に新 TAT 社に売却すること等が提案され，承認された。
オ　上記エの取締役会の承認に基づき，X は，平成 22 年 2 月 15 日，旧 TAT 社に対し，
2 億 5000 万円の増資引受けをし，また，同月 16 日，全額を出資して，鉄製品，銅，ア
ルミニウム，チタン等非鉄金属製品の製造及び販売を目的とし，「岡山県 E 市（省略）
101 番地 1」を本店所在地とする新 TAT 社を設立した（以下「本件設立」という）。新
TAT 社は，本件設立当時，商号，目的及び役員構成が旧 TAT 社と同一であった。
カ　本件合併等
　・　前記ウの合併契約に基づき，平成 22 年 3 月 1 日，本件合併の効力が生じ，X は旧
TAT 社の権利義務を承継し，同社は解散した。
　・　X は，平成 22 年 3 月 1 日付けで，旧 TAT 社の全従業員を新 TAT 社に転籍させ
た（以下「本件転籍」という）。新 TAT 社における労働条件は旧 TAT 社との間
のものと同一であった。
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額であった。
　・　X は，平成 22 年 3 月 1 日付けで，新 TAT 社との間で取引基本契約（以下「新取
引基本契約」という）を締結したほか，同社に対し，「取引品」の価格改定を実施
する旨通知した（以下，この価格改定を「本件単価変更」という）。これにより，




　・　旧 TAT 社が締結していたリース契約は，本件合併後，新 TAT 社が引き継ぎ，同
社の売上先，仕入先等の取引先も，旧 TAT 社の取引先と同一であった
キ　新 TAT 社は，平成 22 年 3 月 2 日付けで，本店所在地を，旧 TAT 社の解散当時の
本店所在地であった「岡山県 E 市（省略）99 番地 1」に移転した。
3　争点







法人税法 57 条 3 項の適用が除外される適格合併に当たる場合に，同法 132 条の 2 を
適用することができるか否か。

















泉　絢也：適格合併による繰越欠損金の引継ぎを認める法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」には「事業の継続」が含まれるか？
　本件合併は，組織再編成を利用して税負担を減少させることを意図したものであって，
組織再編税制に係る各規定の 1 つである法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」か
ら逸脱する態様でその適用を受けるものと認められるというべきである。
（2）X の主張
　法人税法 57 条 2 項は，組織再編成における未処理欠損金額の引継ぎにおいて，完全支
配関係下の適格合併については事業継続要件の充足を求めていないのであるから，同法
132 条の 2 の適用に当たって，合併法人が被合併法人の事業を継続していないことを考慮
して通常想定されない組織再編成の手順であるなどとする被告の主張は理由がない。本件
合併は，ヤフー事件最高裁判決に照らして，法人税法 132 条の 2 の不当性要件を充足する
ものではない。
5　判旨（請求棄却）
　本件地裁判決は，ヤフー事件最高裁判決が示した法人税法 132 条の 2 の不当性に係る判





















年度において生じた欠損金額とみなすものとして（同法 57 条 2 項），その引継ぎが認
められている。
　イ　ところで，適格合併には，大別して，企業グループ内の適格合併（法人税法 2 条
12 号の 8 イ及びロ）と共同事業を営むための適格合併（同号ハ）があるところ，い
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の適格合併については共同事業要件（施行令 4 条の 2 第 4 項各号）が必要とされ，企
業グループ内の適格合併についても，完全支配関係がある場合と異なり支配関係があ





















て，実態としては，旧 TAT 社の営んでいた本件事業はほぼ変化のないまま新 TAT 社に



















であって，法人税法 57 条 2 項の本来の趣旨及び目的から逸脱する態様でその適用を受け
るものというべきである。
　そうすると，本件合併は，組織再編税制に係る上記規定を租税回避の手段として濫用す





はなく帳簿価額で合併法人である親会社に引き継がれる（法法 2 十二の八，62 の 2 等）。
適格合併の場合には，被合併法人の繰越欠損金も合併法人に引き継がれる（法法 57 ②）。
本件合併は適格合併に該当するため，X は子会社の繰越欠損金を引き継ぐことができる。
　しかしながら，法人税法 57 条 3 項は，一定の繰越欠損金について引継制限を設けてい
るため，同項の適用があると一定の繰越欠損金は引継ぎの対象から外れる。法人税法 57
条 3 項の発動要件及び引継制限の対象となる繰越欠損金の範囲等については後述するが，





　そうであれば，X は，いわば繰越欠損金の引継ぎのための 2 枚のフリーパスを入手して
いたことになる。そのフリーパスの入手方法にも不自然な点は把握されていないようであ




　もっとも，TPR 事件において，X は，自らは繰越欠損金の発生元である旧 TAT 社の
事業を引き継いで営むことはせず，合併効力発生日に，X が合併直前に全額を出資して設
立した，しかも旧 TAT 社と商号，目的及び役員構成等が同一の会社にこれを承継させて
おり，見方によっては X が合併により旧 TAT 社の繰越欠損金のみを引き継いでいると
いえるような事情が存在する。かかる事情を考慮すると，法人税法 132 条の 2 により，X
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による繰越欠損金の引継ぎが否認されるのではないか，という見立てが成り立ちうる。
　なぜなら，かような事情の存在は，合併が先か，事業の切り出しが先か，という相違は
あるにせよ，「A 社が B 社を吸収合併する場合に，合併効力発生日に B 社事業を分割で切












を含むスキームによる繰越欠損金の引継ぎに対して法人税法 132 条の 2 の適用の可否を検
討する場合に参考となる事例であるといえよう。かかる論脈においては，冒頭で述べたと
おり，本件地裁判決は法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」に「事業の継続」を
読み込んだ可能性があることが注目されよう。
　なお，控訴審である東京高裁令和元年 12 月 11 日判決（判例集未登載）も本件地裁判決
の判断を維持したため，Ｘは上告したようである。
Ⅱ　法人税法 57条の規定内容と趣旨及び目的（6）





1　法人税法 57 条 1項（欠損金の繰越し（7））
　法人税法 57 条 1 項は，内国法人の各事業年度開始の日前 10 年以内に開始した事業年度
（4） 仲谷修ほか『企業組織再編税制及びグループ法人税制の現状と今後の展望』130 頁〔佐々木浩発言〕（大蔵財
務協会 2012）参照。なお，佐藤信祐『組織再編における繰越欠損金の税務詳解〔第 5 版〕』31 頁以下（中央
経済社 2017）も参照。
（5） 高岸直樹「新設分割の方法によるいわゆる第二会社に対する法人格否認に関する一考察」地域政策研究 16
巻 4 号 51 頁以下，同「判批」税務事例 47 巻 5 号 77 頁以下参照。
（6） 泉絢也「5 年を超える完全支配関係下において行われた合併による繰越欠損金の引継ぎに対して，組織再編
成に係る行為計算否認規定（法人税法 132 条の 2）が適用された事例―国税不服審判所平成 28 年 7 月 7 日裁
決―」税務事例 50 巻 4 号 67 頁以下も参照。
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併法人が引き継ぐことを認める法人税法 57 条 2 項が制定されていない時代に，このよう
な引継ぎを否定した最高裁昭和 43 年 5 月 2 日第一小法廷判決（民集 22 巻 5 号 1067 頁。
以下「最高裁昭和 43 年判決」という）は，「欠損金額の繰越控除とは，いわば欠損金額の
生じた事業年度と所得の申告をすべき年度との間における事業年度の障壁を取り払ってそ














2　法人税法 57 条 2項（適格合併による繰越欠損金の引継ぎ）











（9） 酒井貴子『法人税法における租税属性の研究』41～42 頁（成文堂 2011）。
（10）酒井・前掲注（9），41 頁以下。法主体の同一性と租税属性（納税者自身やその資産，負債に認められる性質，
属性のうち，税負担に影響を与えるもの。繰越欠損金などがこれに該当する）の維持に関する議論として，
岡村忠生『法人税法講義〔第 3 版〕』434 頁以下（成文堂 2007）参照。上記のような考え方は，最高裁昭和
43 年判決の原審である大阪高裁昭和 38 年 12 月 10 日判決（民集 22 巻 5 号 1095 頁）において，より直接的
に採用されていた。なお，主体の同一性が維持されている場合でも繰越欠損金に対して制限を加える規定も
ある（法法 57 ④，57 の 2）。岡村・同書，451 頁，465 頁参照。
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　すると，法人税法 57 条 2 項の実質的根拠や趣旨及び目的は，適格合併の場合には，合
併法人と被合併法人との間で，資産及び負債の帳簿価額による引継ぎがなされることなど




3　法人税法 57 条 3項（繰越欠損金の引継制限）
　法人税法 57 条 3 項は，所定の要件を満たさない場合には，適格合併に係る被合併法人
（11）酒井・前掲注（9），43 頁。




3 版〕』134～135 頁（法令出版 2017），朝長英樹『現代税制の現状と課題　組織再編成税制編』350 頁以下（新
日本法規出版 2017）参照。
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業年度において生じた欠損金額のうち法人税法 62 条の 7 第 2 項に規定する特定資産譲
渡等損失額に相当する金額から成る部分の金額で一定のもの
　説明の便宜上，みなし共同事業要件を軸とすると，次のように整理することができる。
❶　みなし共同事業要件を満たす場合には，法人税法 57 条 3 項は発動されない。




人税法 57 条 3 項の適用はない。
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Ⅲ　法人税法 57条 2項の「本来の趣旨及び目的」を探求するための各種アプローチ
1　アプローチの提示
　法人税法 57 条 2 項について，その「本来の趣旨及び目的」が何であるかをもう少し深
掘りして考察する。とりわけ，法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」に「事業の
継続」が含まれるか否かを考究する。この際，❶会社法又は法人税法上の合併概念に着眼
する合併概念アプローチ，❷適格合併又は適格合併が行われた場合の移転資産等の帳簿価
額による引継ぎの規定（法法 2 十二の八，62 の 2 ①等）に着眼する簿価引継規定アプロー





































































































（20）前田庸『会社法入門〔第 12 版〕』689 頁（有斐閣 2009），上柳克郎ほか『新版注釈会社法（1）　会社総則，
合名会社，合資会社』425 頁〔今井宏執筆〕（有斐閣 1985），田中亘『会社法〔第 2 版〕』628 頁（東京大学出
版会 2018）参照。
（21）原田晃治「会社分割法制の創設について（下）―平成一二年改正商法の解説―」商事 1566 号 5 頁参照。
（22）大隅ほか・前掲注（19）441 頁の脚注 308 参照。また，柴田和史「合併法理の再構成（6・完）」法協 107 巻
1 号 39 頁以下も参照。なお，新設合併においては，対価の柔軟化は認められていない（会社 753 ①六。ただ
し，会社 753 ①八等参照）ことについて，大隈・前掲注（19），451～452 頁参照。






泉　絢也：適格合併による繰越欠損金の引継ぎを認める法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」には「事業の継続」が含まれるか？































の意見もあることについて，奥島孝康ほか編『基本法コンメンタール　会社法 3〔第 2 版〕』248 頁以下〔中
東正文執筆〕（日本評論社 2015）参照。同書 248 頁以下は，会社分割の対象に事業性を要求する見解も少な
からず存在することを指摘した上で，会社法の分割に係る上記規定の文言は決定的ではないとされる文脈に
おいて，その論拠の 1 つとして法人税法 2 条 12 号の 11 に着目されているようである。逆基準性に類似する
議論として，興味深い。また，会社の行為は事業のためにするものと推定されるため（最高裁平成 20 年 2








































（28）仕組み解釈については，泉絢也「判批」税務事例 47 巻 7 号 48 頁以下参照。
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されることも補足として付け足しておく（法法 2 十二の十五，62 の 5）。
　点線部分に目を向けると何が見えてくるか。「資産の移転が独立した事業単位で行われ

















適格現物分配に係る資産の譲渡損益の繰延べ規定（法法 2 十二の十五，62 の 5，法令 123
の 6）や完全支配関係がある法人間における譲渡損益調整資産に係る譲渡損益の繰延べ規
定（法法 61 の 13）とも整合するであろう。
　なお，完全支配関係がある場合の適格合併に事業継続要件の充足を求めていないことの
（31）朝長英樹＝山田博志「会社分割等の組織再編成に係る税制（案）についての質問に対する回答について」租
税研究 617 号 85～86 頁参照。
―127―
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「本来の趣旨及び目的」が上記のような「要件の緩和」にあると理解するならば，完全支
配関係を成立させた経緯等に鑑みて，かかる意味での「本来の趣旨及び目的」に逸脱する













　上記のとおり，第 1 段階部分に対する疑問は残るが，第 2 段階部分についても考察を加
えておく。仮に，適格合併又は簿価引継規定の趣旨及び目的には「事業の継続」という考
え方が含まれているという第 1 段階の説明が成り立つとしても，法人税法 57 条 2 項の「本
来の趣旨及び目的」に「事業の継続」が含まれるという第 2 段階の説明までも導くことが
できるであろうか。




法令 4 の 3 ④），TPR 事件当時の法人税法 57 条 2 項において適格合併と同様に繰越欠損
金の引継ぎが認められていた合併類似適格分割型分割に係る各規定の反対解釈からも導き










TPR 事件東京地裁判決【第 2 回】」プロフェッションジャーナル 341 号参照。https://profEssion-nEt.com/
profEssionjournal/corporation-articlE-825/
 以下，本稿で引用する URL の最終閲覧日は令和 2 年 1 月 10 日である。
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件の充足の有無に影響はないはずである。




べきではないか（かような規定として，法人税法 57 条 3 項を挙げることができるかもし
れないが，同項を手掛かりとしたアプローチを採用することが難しいことについては後記
4 参照）。
　第 1 段階部分が成り立つことを前提として，第 2 段階部分において，第 1 段階で注入さ
れる「事業の継続」という趣旨及び目的が法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」
として根を下ろすことがありうるのか。第 1 段階部分と第 2 段階部分の接木となるのは，
法人税法 57 条 2 項が適格合併を要件として組み込んでいる部分であるが，同項によるか



















　上記の記述から，法人税法 57 条 3 項は合併による繰越欠損金の引継ぎに関する「租税
回避行為を防止するための措置」として位置付けられているという推察が成り立つ。











































（33）朝長英樹＝山田博志「会社分割等の組織再編成に係る税制について」租税研究 614 号 67 頁以下。
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法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」に「事業の継続」が含まれると断ずることは困難
である。
　ただし，法人税法 57 条 2 項は，適格合併が行われた場合の移転資産等の帳簿価額によ






















慮することで，法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」を逸脱しており，同法 132
条の 2 の適用を肯定する方向に向かう可能性がある。
　TPR 事件における国の主張につなげることもできるかもしれない。簿価引継規定アプ
ローチに属すると思われる国の主張は，法人税法 57 条 2 項の規定の趣旨及び目的につい





泉　絢也：適格合併による繰越欠損金の引継ぎを認める法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」には「事業の継続」が含まれるか？
❶　「組織再編成に伴う未処理欠損金額の取扱いについても，基本的に，移転資産等の譲
渡損益に係る取扱いに合わせて従前の課税関係を継続させることとするか否かを決める



















　また，❶について，法人税法 57 条 2 項は，適格合併等が「移転資産等に対する支配が
合併後も実質的に継続するものであるということを前提として，従前の課税関係を継続さ
せる取扱いを認める」趣旨であるという説明が成り立つとしても，法人税法 132 条の 2 の
適用の可否の判断場面において，ことさら重視されるべきか，という疑問はくすぶる。か





当てはまると解しているようである。しかしながら，法人税法 57 条 2 項が「前提」とし
















　さらに，❶や❷を通して見た場合に，国は，法人税法 57 条 2 項の趣旨及び目的を移転
資産等に対する支配の継続と捉えている可能性もある。仮にそうであれば，検討すべき問
題が生じる。ヤフー事件の第一審（東京地裁平成 26 年 3 月 18 日判決・民集 70 巻 2 号
331 頁）が未処理欠損金額の引継ぎを認める実質的根拠に係る判示部分や特定役員引継要
件の趣旨及び目的に係る判示部分において用いていた「移転資産に対する支配の継続」と
いう表現について，第二審（東京高裁平成 26 年 11 月 15 日判決・民集 70 巻 2 号 448 頁）
が削除したこととの関係で，どのように理解すべきか，という問題である（ただし，第二
審は，法人税法 57 条 3 項の文脈であるが，「事業の継続」がない場合には「未処理欠損金
額の引継ぎを認める実質的な根拠を欠く」と理解しているようである）。
　結局，簿価引継規定アプローチを支持し，法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」
に「事業の継続」が含まれると断ずることは困難であるという上記イの見解に辿り着く。
4　❸ 57 条 3項アプローチ
　法人税法 57 条 3 項，あるいはこれ以外の規定も取り込んで，同条 2 項の「本来の趣旨
及び目的」を捉える 57 条 3 項アプローチも検討しておこう。例えば，そこに組み込まれ
ているみなし共同事業要件は実質的に事業継続要件と同等の要件を含んでいるとされ
る（35）法人税法 57 条 3 項や，特定株主等によって支配された欠損等法人の欠損金の繰越し




趣旨及び目的を逸脱すると主張することは難しくなる。法人税法 57 条 3 項についていえ




（35）岡村・前掲注（10）475～480 頁，酒井・前掲注（9）44 頁，55 頁参照。岡村忠生「組織再編成と行為計算否
認（1）」税研 177 号 82 頁も参照。なお，長戸貴之「組織再編成における事業の継続性と繰越欠損金の引継




泉　絢也：適格合併による繰越欠損金の引継ぎを認める法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」には「事業の継続」が含まれるか？







は，法人税法 57 条 3 項はあくまで繰越欠損金に関する租税回避を防止する規定としての
色彩が強調される。
　法人税法 57 条 3 項等にまで足を延ばして同条 2 項の「本来の趣旨及び目的」を探索す
る試みを行ってきたが，そもそも，かような手法の採用自体にも再考の余地はある。仕組
み解釈的な手法等をとる可能性も絶無ではないが（ヤフー事件の第二審が示した上記 3 ウ




引継ぎ規定の「本来の趣旨及び目的」の文脈において，57 条 2 項と 3 項を一体的に捉えて，
解釈論を進めることには乗り越えるべきハードルがあるという見解もありうる。
　以上，57 条 3 項アプローチを支持し，法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」に「事
業の継続」が含まれるとは断じ難い。
5　小括























































































　　　例えば，平成 22 年度改正において法人税法 57 条 2 項の下で認められるようになっ
（40）平成 30 年度改正に係る議論も含めて，佐藤信祐「検証　TPR 事件東京地裁判決【第 3回】」プロフェッションジャー
ナル342 号が参考となる。例えば，佐藤税理士は，平成30 年度税制改正では，第1次組織再編成の後に完全支配
関係がある法人間で従業者又は事業を移転することが見込まれている場合にも，第1次組織再編成における従業者




弘 67 巻 13 号 44 頁以下，安田雄飛「ヤフー最高裁判決後初の法人税法 132 条の 2 に関する判断事例―“TPR
事件判決”の問題点―」週刊税務通信 3584 号 22 頁も参照。
―136―





















損益の繰延べ規定（法法 2 十二の十五，62 の 5，法令 123 の 6）や完全支配関係があ






　　　この場合でも，残余財産確定の場合の繰越欠損金の引継ぎを法人税法 57 条 2 項に
おいて認めることとした実質的根拠や趣旨をどのように解すべきかという問題は残
る。平成 22 年度改正において，適格現物分配の場合も帳簿価額による引継ぎとされ



































































かる合併が法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」を「逸脱する」と断定する
ことは早計である。
（3）　TPR 事件において，本件地裁判決も，国も，法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及
び目的」を正面から論ずるのではなく，単に同項は「事業の継続」を想定していると
いうような主張を行い，結論部分でのみ，法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」
から逸脱すると述べて，ヤフー事件最高裁判決が示した判断枠組みへの“帳尻合わせ”
をしているようにも見える。法人税法 132 条の 2 が “心証（心象）” 課税の規定であ
ると揶揄されないためにも，より精緻な検討を求めたい。
（4）　私見としては，本稿における考察を前提としても，課税処分の適法性を認める余地




のみを否認するということも許容されるといえる。また，同法 57 条 3 項の適用により被合併法人の有する
未処理欠損金額の一部を引き継ぐことができなくなる場合であっても，その合併に伴う移転資産等に係る譲
渡損益の計上の繰延べ（同法 62 条の 2 第 1 項）等が否定されるものではないことからすると，同法は，移
転資産等に係る課税繰延べと被合併法人の有する未処理欠損金額の引継ぎが常に一体として認められるもの
ではないことを予定しているものといえる。」と判示する。
（45）大淵博義「ヤフー事件判決の功罪―引直し課税の欠落とその後の判決等への影響―」租税研究 843 号 83 頁
も参照。










































かどうか検討の余地があるという指摘として，谷口勢津夫「判批」ジュリ 1538 号 11 頁参照。
（49）会社法上の合併の実質には被合併法人の消滅が含まれることに加えて，異なる法主体間において繰越欠損金
を引き継ぐに当たり，法人税法 57 条 2 項は，繰越欠損金を有していた法人が消滅することを当然の前提と
しているか，少なくとも重視していると理解することができるのではないかという点について，泉・前掲注（6）
79～80 頁参照。なお，安田・前掲注（41）23 頁も参照。
（50）参考として，佐藤信祐「検証　TPR 事件東京地裁判決【第 1 回】」プロフェッションジャーナル 340 号参照。
https://profEssion-nEt.com/profEssionjournal/corporation-articlE-821/
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 （2020.1.20 受稿，2020.3.3 受理）
（51）法人格否認の法理との関係において，池田悠「事業譲渡と労働契約関係」野川忍ほか編『企業変動における
労働法の課題』73 頁（有斐閣 2016）参照。なお，実質的に法人格否認の法理の適用を認めた最高裁昭和 48




（52）詳細は，泉絢也「組織再編成に係る租税回避否認規定と実質的同一性（1）・（2・完）」千葉商大論叢 56 巻 1
号 25 頁以下，2 号 89 頁以下参照。本件合併を含む一連の行為を，事業再生の場面で実務上用いられる第二
会社方式（収益性のある事業を別会社に切り出して存続させ，不採算の事業を清算すること）とみれば，本
件事業を B 社にて存続させつつ，A 社を清算する方法として親会社たる X に吸収合併するという手法は，特
段不自然ではないという見解として，片平享介「判批」T&Amaster811 号 27 頁参照。ただし，本件において
清算した不採算事業とは何かという問題はある。また，本件合併においては，合併前に旧 TAT 社が有して
いた本件製造設備等の所有権を合併後は（実態としても）X が有しており（新 TAT 社は X から本件製造設






泉　絢也：適格合併による繰越欠損金の引継ぎを認める法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」には「事業の継続」が含まれるか？
〔抄　録〕




132 の 2 を適用してこれを否認できるか否かが争われた TPR 事件の東京地裁令和元年 6
月 27 日判決（判例集未登載）は，同法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」に，被合併法
人が合併前に営んでいた事業が合併により合併法人に移転し，合併後に合併法人によって
引き続き営まれるという意味での「事業の継続」を読み込んだ可能性がある。
　本稿では，法人税法 132 条の 2 の適用場面を想定し，かつ，TPR 事件を素材として，
同法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」には「事業の継続」が含まれると断定すること
は難しいという見解を導く。
―142―
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